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第 1 章 計画策定の基本的な考え方 
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1.1.計画策定の趣旨 
 

 

本市では、良好で快適な環境が将来にわたって確保されることを基本理念とした北広島市環境

基本条例を平成 12年（2000 年）3 月に制定し、その基本理念の実現に向け、環境の保全及び

創造に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、平成 13年（2001 年）3 月に北広島

市環境基本計画を策定し、平成 23 年（2011 年）3 月に第 2 次北広島市環境基本計画を策定

いたしました。 

 

この計画に基づき、市民と事業者、市が協力し、公害の防止や廃棄物対策、緑のまちづくり、

自然とのふれあいなど、環境の各分野でのさまざまな取組により、本市における環境の状況は、

おおむね良好な状態を保っております。 

 

その中、アライグマに代表される特定外来種による生態系への影響や、温室効果ガス排出量の

増加、ごみのより一層の減量化が必要なことなどの課題を抱えており、対策が求められます。 

 

国では、第 5 次環境基本計画において、「持続可能な開発目標（SDGｓ）」や「パリ協定」

といった国際動向も踏まえた課題解決の取組のひとつとして、各地域がその特性や地域資源を生

かした自立・分散型の社会を形成しつつ、それぞれの地域において資源を補完し、支え合う「地

域循環共生圏の創造」が提唱されています。 

 

このような動きの中で、第 2 次北広島市環境基本計画の計画期間が平成 23 年 4 月～令和 3

年 3 月まで、北広島市地球温暖化対策実行計画（区域施策編）が平成 28 年 4 月～令和 3 年 3

月までとなっていることから、本市における環境の状況や、近年の環境問題に関する社会動向へ

対応していくため、市の新たな環境施策の指針となる北広島市環境基本計画と北広島市地球温暖

化対策実行計画（区域施策編）を一体的にした第 3 次北広島市環境基本計画を策定するもので

す。 
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1.2.計画の目的、位置づけ 

（1）計画策定の目的 

この計画は、「北広島市環境基本条例」の基本理念の実現に向けて、同条例に定める「環境の保全

及び創造に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図る」ことを目的に策定します。 

 

【北広島市環境基本条例の基本理念】 
 

（基本理念） 

第３条 環境の保全及び創造は、人類の存続基盤である限りある環境の恵沢を現在及び将来の

世代が享受するとともに、良好で快適な環境が将来にわたって確保されるよう、適切に推進

されなければならない。 

２ 環境の保全及び創造は、人と自然の共存を基本として、環境への負荷の少ない持続可能な

社会への実現に向けて、市、市民及び事業者の公正な役割分担のもとに自主的かつ積極的な

取組として行われるとともに、科学的な知見の充実に努めながら、総合的かつ計画的に進め

られなければならない。 

３ 地球環境保全は、地域の環境が地球全体の環境と密接に関連していることから、地域での

取組として進められなければならない。 

「北広島市環境基本条例」より抜粋 

 

 

（2）計画の位置づけ 

環境基本計画は、環境基本条例第８条の規定に基づく計画で、まちづくりの基本的な方向や施策を

示す北広島市総合計画のもとで、北広島市強靭化計画の方針に基づき、環境の分野を担う基本計画と

いう位置づけです。 

したがって、市の環境関連の個別計画や事業は、本計画と整合性を図りながら策定、推進していく

こととなります。 

なお、環境基本計画の地球温暖化対策のための個別計画である「北広島市地球温暖化対策実行計画」

については、進捗状況の管理を効率的かつ効果的に行うために、本計画に統合することとしました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-1：計画の位置づけ 
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1.3.計画の枠組み 

（1）計画の対象と分野 

「環境」という言葉の持つ意味は広く、さまざまな範囲や規模で幅広く使われる言葉です。このた

め、本計画で対象とする環境の分野と要素について、あらかじめ整理しておく必要があります。 

環境として扱う分野は「生活環境」、「循環型社会」、「自然共生社会」そして「地球環境」の４

つに分類することとし、概ね下図のような要素や事象などを対象とします。 

また、環境を守り、育てていくためには、その主体（ひと）が重要な役割を果たします。環境につ

いて自ら学び、さまざまな環境配慮行動の実践などを通じて「市民」「事業者」「市」の３つの主体

が連携・協働し、北広島の環境づくりを進めていくことが重要となることから、上記４つの分野（「生

活環境」、「循環型社会」、「自然共生社会」、「地球環境」）に加えて「環境教育・環境配慮行動」

も計画の対象として捉えていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-2：計画で対象とする環境の分野 

 

（2）計画の推進期間 

本計画の推進期間は、令和 3 年度から令和 12 年度までの 10 年間とし、新たに目標を定めて取

組を進めることとします。 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-3：計画の推進期間 
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地域循環共生圏 

各地域が地域資源を最大限に活用しな

がら、自立・分散型の社会を形成しつつ、

近隣地域と資源を補完して支え合うこと

により、地域の活力が最大限に発揮され

ることを目指す考え方です。 

第五次環境基本計画（平成 30（2018）

年 4 月策定）で提唱された考えで、都市

と農山漁村の連携などが挙げられます。 

 

計画と SDGs（持続可能な開発目標）の関係 

SDGs とは「Sustainable Development Goals（持続可能な開発目標）」の略称で，2015 年9 月に国連で採択

され，国連加盟 193 か国が2016 年から 2030 年の 15 年間で達成するために掲げた目標です。 

環境・経済・社会などの世界全体のことについて，17 のゴールとそれにぶら下がる 169 のターゲット，そしてそ

れらの達成度合いを評価する 232 の指標で構成されており，政府・自治体・企業・個人といった全ての人々が目指す

べき目標とされています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-4：持続可能な開発目標（Sustainable Development Goals：SDGs） 

出典：国際連合広報センター   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-5：地域循環共生圏の概念 

出典：環境省   

  

1．貧困をなくそう 

あらゆる場所のあらゆる形態の

貧困を終わらせる 

2．飢餓をゼロに 

飢餓を終わらせ，食料安全保障

及び栄養改善を実現し，持続可

能な農業を促進する 

3．すべての人に健康と福祉を 

あらゆる年齢のすべての人々の

健康的な生活を確保し，福祉を

促進する 

4．質の高い教育をみんなに 

すべての人々への包摂的かつ公

正な質の高い教育を提供し，生

涯学習の機会を促進する 

5．ジェンダー平等を実現しよう 

ジェンダー平等を達成し，すべ

ての女性及び女児の能力強化を

行う 

6．安全な水とトイレを世界中に 

すべての人々の水と衛生の利用

可能性と持続可能な管理を確保

する 

7．エネルギーをみんなにそしてクリ

ーンに 

すべての人々の，安価かつ信頼

できる持続可能な近代的エネル

ギーへのアクセスを確保する 

8．働きがいも経済成長も 

包摂的かつ持続可能な経済成長

及びすべての人々の完全かつ生

産的な雇用と働きがいのある人

間らしい雇用を促進する 

10．人や国の不平等をなくそう 

各国内及び各国間の不平等を是

正する 

11．住み続けられるまちづくりを 

包摂的で安全かつ強靱で持続可

能な都市及び人間居住を実現す

る 

12．つくる責任つかう責任 

持続可能な生産消費形態を確保

する 

13．気候変動に具体的な対策を 

気候変動及びその影響を軽減す

るための緊急対策を講じる 

14．海の豊かさを守ろう 

持続可能な開発のために海洋・

海洋資源を保全し，持続可能な

形で利用する 

15．陸の豊かさも守ろう 

陸域生態系の保護，回復，持続可

能な利用の推進，持続可能な森

林の経営，砂漠化への対処，なら

びに土地の劣化の阻止・回復及

び生物多様性の損失を阻止する 

16．平和と公正をすべての人に 

持続可能な開発のための平和で包摂的

な社会を促進し，すべての人々 に司法へ

のアクセスを提供し，あらゆるレベルに

おいて効果的で説明責任のある包摂的

な制度を構築する 

9．産業と技術革新の基盤をつくろう 

強靱なインフラ構築，包摂的か

つ持続可能な産業化の促進及び

イノベーションの推進を図る 

17．パートナーシップで目標を達

成しよう 

持続可能な開発のための実施手

段を強化し，グローバル・パート

ナーシップを活性化する 
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第 2 章 北広島市の概況 
  



 

7 

 

（1）位置・地勢 

北広島市は、石狩平野の南部に位置し、東西に 15km、南北に 14.8km、総面積が 119.05km2

の都市です。北西は札幌市、北は江別市、東は長沼町と南幌町、南は恵庭市と接しています。 

地形は、南西部にある島松山（標高 506ｍ）を最高に、北東方面に標高 100ｍ前後の波状台地が

広がっています。市内を流れる島松川や輪厚川などの河川は、その大半が千歳川を経て石狩川に合流

し、日本海へと注いでいます。 

地質は、大部分が洪積層からなっており、南西部の丘陵地帯では畑作や酪農、北東部の低地では水

田を中心に活用されています。 

 

 

 
 

図 2-1：北広島市  



 

8 

 

（2）気象 

北広島市は、亜寒帯湿潤気候の日本海側に属しており、西部から北東方向にのびる波状台地を境と

して、局地的な気候変化がみられます。 

冬は北西の季節風の影響で雪が降りやすく、夏は太平洋高気圧の影響で日中晴れる日が多くなりま

すが、太平洋沿岸の海霧の影響で朝晩に曇ることもあります。また、オホーツク海高気圧が優勢な年

は冷夏となることがあります。 

 

  
図 2-2：北広島市の令和元年の平均気温（左）と平均降水量（右）の月別の推移 

出典：気象庁（過去の気象データ検索、地点：恵庭島松） 

（3）土地利用 

直近 5 年の土地利用の推移を見ると、田・畑や山林などの自然的利用が減少し、宅地などの都市

的利用が増加しています。 

なお、平成 27年度より総面積が増えていますが、国土面積の計測基礎となる地図の精度が向上し

たことによるものとなっています。 

 

  
図 2-3：北広島市の土地利用の推移 

出典：北海道統計書（北海道）  
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（4）人口・世帯 

北広島市の平成27年の人口は59,064人となっており、平成22年から2.1％減少しています。

北広島市の人口は平成 17 年以降減少に転じており、国立社会保障・人口問題研究所の将来推計で

は、令和 22年には平成27 年の 21.7％減となる46,222 人になると予想されています。 

人口の構成比は、更なる高齢化が進むことが予想され、平成 27年に 29.0％の老年人口が、令和

22 年には 43.4％となることが予想されます。 

 

 

 

 
図 2-4：年齢別人口の推移 

出典：【H27 以前】国勢調査（総務省）                           

【R2 以降】日本の地位別将来人口推計（2018 年推計）（国立社会保障・人口問題研究所） 

 

 

 

 
図2-5：年齢別人口割合の推移 

出典：【H27 以前】国勢調査（総務省）                           

【R2 以降】日本の地位別将来人口推計（2018 年推計）（国立社会保障・人口問題研究所） 
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（5）産業 

①従業者数 

従業者数は、平成 17年までは増加傾向でしたが、それ以降は減少に転じています。 

構成比を見ると、年々第３次産業の割合が微増しており、第１次産業、第２次産業の割合が減少し

てきています。 

 

 

 
図2-6：従業者数の推移 

出典：国勢調査（総務省） 

 

 

 

 
図2-7：従業者数割合の推移 

出典：国勢調査（総務省） 
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②出荷額・販売額 

農業産出額は約 70 億円の横ばいで推移しており、平成 30 年は 70.2億円となっています。 

 

 
図2-8：農業産出額の推移 

※市町村別の農業産出額は平成26年度から公開が始まったものです。 

出典：市町村別農業産出額（推計）（農林水産省） 

 

 

製造品出荷額は近年増加傾向にあり、平成 29年は 888.1 億円となっています。 

 

 
図2-9：製造品出荷額の推移 

出典：工業統計調査（経済産業省）※H23、H27 は経済センサス（経済産業省） 

 

 

商品販売額は近年増加傾向にあり、平成 28 年は2,095.6 億円となっています。 

 

 
図2-10：商品販売額の推移 

出典：経済センサス（経済産業省）  
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3.1.北広島市がめざす環境の姿 
 

 

環境施策を総合的に進めていくためには、どのような環境のまちをめざすか、その姿を明らかにし

て共有する必要があります。 

第１次環境基本計画では、50 年先の未来を展望した「めざす環境の姿」、「めざす市民の姿」を

掲げました。前計画（第2 次環境基本計画）でもこの考えを承継し、「豊かな自然に抱かれ、未来に

つづく環境都市 北広島」を掲げ、取組を進めてきました。 

本計画では、森や川、動植物などの貴重な自然・資源を大切にし、快適で暮らしやすい環境を「持

続可能」な形で次世代へ引き継いでいくため、さまざまな環境施策に取り組んでいくこととします。 

 

めざす環境の姿 

 

 

 

 

 

 

 

 

環境に関する市民意識調査の結果では、10 年前と比べると、環境に関する意識の高まりや芽生え

により、環境に良いことを行うようになったと回答した市民が約６割となっていますが、環境配慮行

動別にみると、実践されていない行動がまだ多くある状況といえます。 

その中、気候変動の影響や海洋プラスチック問題など、新たな地球規模の環境問題が深刻化してお

り、日常の生活にも大きな影響を与えるようになってきています。さらに、平成 27年（2015年）

に掲げられた持続可能な開発目標（SDGｓ）の実現が求められており、市民ひとりひとりが、環境

問題に関心を持ち、地球にやさしい行動を実践していくことが望まれることから、次のような「めざ

す市民の姿」を掲げることとします。 

 

めざす市民の姿 

 

 

 

  

豊かな自然と資源を次世代へ引き継ぐまち“北広島” 

環境と暮らしとの関わりを理解し、 

地球にやさしい行動ができるひと 

めざす環境の姿の実現のために 
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3.2.各分野の目標 
 

 

 

生活環境 

大気、水質、騒音、悪臭など、私たちの健康に直接影響を与えるような公害問題はおきていません

が、今後も監視を継続し、より良い生活環境を築いていくために、さまざまな取組を進めます。 

 

 

循環型社会 

市民、事業者、市が連携し、集団資源回収の奨励や生ごみのバイオガス化処理などごみの減量化や

資源化に取り組んでいます。令和 6 年度に、ごみの焼却処理が始まりますが、ごみの発生を抑制す

るため、引き続き３R（リデュース・リユース・リサイクル）を推進し、資源を有効活用する取組を

進めます。 

 

 

自然共生社会 

市街地のすぐ近くに野幌原始林をはじめとした豊かな森が広がる北広島では、緑や生き物が身近な

存在になっています。これらの豊かな自然に育まれた生物多様性を保全するとともに、市民のくらし

やまちづくりと自然環境が調和した社会を目指します。 

 

 

地球環境 

日本各地でこれまでに見られなかった異常気象が頻発し、大きな被害が発生するなど、地球温暖化

問題は深刻化し、日常の生活に大きな影響を与えるようになってきました。そのため、市民、事業者、

市が連携し、地球環境、自分たちの生活を守るために何ができるかを考え、環境にやさしいライフス

タイルを推進し、行動を実践していくことが求められます。 

 

 

環境教育・環境配慮行動 

「めざす環境の姿」の実現のためには「めざす市民の姿」の実現が必要不可欠です。いまある北広

島の自然の豊かさを認識し、次世代に引き継ぐためにも、人と環境との関わりや、暮らしと自然との

つながりを学び、環境に配慮した行動ができる人を育てる取組を進めます。 

 

  

 01 

 02 

 03 

 04 

 05 

～安全・安心で快適に暮らせるまち～ 

～減量化・資源化に取り組む、ごみの少ないまち～ 

～ひとと自然が調和したまち～ 

～積極的に環境負荷を低減し、地球にやさしいまち～ 

～ひとと環境との関わりを学び、 

環境に配慮した行動ができる人を育むまち～ 
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4.1. 生活環境 
 

 

（1）現状と課題 

①大気 

〇市内の９箇所で硫黄酸化物の測定を、市内の４箇所で窒素酸化物の測定を行って

おり、硫黄酸化物の値で、一時的に増加していることがありますが、概ね良好な

状況が維持されています。 

〇事業活動に伴い発生するばい煙、粉じん、ベンゼン等の指定物質などについて

は、大気汚染防止法に基づき北海道が監視や指導を行っています。 

○平成 25 年 10 月から、市内 3 地点で空間放射線量率の測定を実施しており、測

定結果は、福島第 1原子力発電所事故前の札幌市内における測定値の範囲内にあ

り、かつ国が定めた追加被ばく線量と比較しても低い状況にあります。 

 

〇良好な大気環境を継続的に維持していくため、監視と指導を行

うとともに、大気汚染の防止対策を進めていく必要がありま

す。 

 

 

 

 
図4-1：平成30年度の硫黄酸化物の測定結果 

出典：北広島のかんきょう（北広島市） 
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による測定を行っており、環境基準との比
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化物：二酸化鉛法） 
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②水質 

〇市では、市内の河川の24 箇所で水質検査を実施しています。そのうち、環境基

準が指定されている千歳川、野津幌川（各 2箇所ずつの計 4箇所）では、基準項

目について、大腸菌群数を除き概ね基準を達成できています。 

〇公共用水域に水を排出する特定施設を設置する工場、事業場に対しては、水質汚

濁防止法の規定に基づき北海道が監視や指導を行っています。 

〇生活排水等による水質汚濁防止対策については、市の下水道普及率が平成 30 年

度に 97.1％で、北海道全体の下水道普及率に比べ高い水準にあります。市街化

区域内の排水は適切に処理されている一方、下水道が整備されていない市街化調

整区域では、浄化槽が設置されていない家庭もあります。 

〇広域的な取組としては、千歳川流域の自治体等で構成する「千歳川水系水質保全

連絡会議」に参加しており、連携して定期的な水質調査を行っているほか、同水

系の水質保全に関する情報などを共有することとしています。 

 

〇水質を適切に維持するため、引き続き公共用水域での水質の把

握や排水対策を実施するとともに、下水道施設の管理、処理設

備の普及が求められます。 

 

 

  
図4-2：千歳川【類型A】（左）と野津幌川【類型B】（右）の環境基準達成率の推移 

出典：北広島のかんきょう（北広島市） 

 

 
図4-3：下水道普及率の推移 

出典：【北広島市】北広島のかんきょう（北広島市）   

【北海道・全国】北海道の下水道 2018（北海道）  
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③悪臭 

〇悪臭による苦情は毎年度数件あり、その対象は、農業・畜産業と工場・事業場が

主になっています。 

〇悪臭の原因者に対しては指導を行っていますが、発生源が有機肥料などの農業施

策に係るものや、悪臭防止法の規制区域外であるといったことが多く、絶対的な

脱臭方法が存在しないこともあり、根本的解決が難しい状況となっています。 

〇悪臭防止法に基づき、市街地を中心に規制区域が指定されており、規制区域内の

工場や事業場は、規制基準を超えて悪臭物質を排出してはならないこととされて

います。 

〇市では、継続的な環境パトロールや、悪臭が市民の生活に大きな影響を及ぼして

いると認められる場合に悪臭測定を実施し、必要に応じて指導を行っています。 

 

〇悪臭による市民生活への影響を可能な限り抑えるため、継続的

に悪臭の状況把握や悪臭の発生源対策を行っていくことが不可

欠です。 

 

 

 
図4-4：悪臭の苦情内容の内訳の推移 

出典：北広島のかんきょう（北広島市） 
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④騒音・振動 

〇騒音の苦情は、自衛隊に係るものや発生源不明のものが大半を占めています。市で

は仁別と輪厚の２箇所で防衛省が実施する騒音測定の結果等により、実態把握に努

めています。 

〇交通量の多い国道36号の沿道では、自動車による騒音が発生しており、北海道や

沿線の自治体と連携して交通騒音や交通量などの測定を実施しています。測定の結

果、国道36号では一時的に環境基準を上回る時間帯も見られますが、要請限度

（交通規制を要請できる基準）は下回っています。 

 

〇騒音による苦情は減少傾向にあるものの、依然として多い状況で

あること、自動車による騒音で環境基準を上回ることがあること

から、継続的に監視し、対策を講じていく必要があります。 
 
 
 

 
図4-5：公害苦情件数の推移 

出典：北広島のかんきょう（北広島市） 

⑤有害化学物質 

〇大気中のダイオキシン類の濃度については、北海道が毎年市内１箇所（大曲中学

校）で測定を実施しており、環境基準及び環境省発表による全国平均値を下回って

います。 

〇市内に８箇所あるゴルフ場での農薬による環境汚染を防止するため、北広島市ゴル

フ場農薬等安全使用指導要綱に基づき、各ゴルフ場と協定を締結しています。この

協定に基づいて低毒性の農薬の使用や、農薬使用量の低減などの指導を実施してい

るほか、農薬の散布時には市職員が立会しています。このような取組により、市や

ゴルフ場が実施する河川や井戸の水質検査では、良好な結果が維持されています。 

〇農業においても、農薬使用に関する各種基準に基づき、北海道等と連携をとりなが

ら農薬使用に伴う事故や環境汚染の防止のために指導啓発を行っています。また、

環境に優しいクリーン農業の普及のため、農薬や化学肥料を減らす農業者をエコフ

ァーマーとして認定する取組や、有機農業などの環境保全型農業を推進し、農薬使

用の削減を進めています。 

 

〇市民の安全な生活環境を維持するため、引き続き、有害化学物質

による汚染状況の監視や汚染防止対策を行うとともに、関連情報

の収集・発信を実施していく必要があります。  

21
26 25

13
8

3
2 3

1
2

1
3 1

1

25

31 29

14
11

0

10

20

30

40

H26 H27 H28 H29 H30

騒音 悪臭 水質汚濁 その他

(件)

(年度)

課 題 
環境施策 

④ 

現 状 

課 題 
環境施策 

⑤ 

現 状 



 

20 

 

（2）基本方針 

「安全・安心で快適に暮らせるまち」を今後も維持していくため、大気、水質、悪臭、騒音・振動、

有害化学物質に対して、継続的に監視や測定を行うとともに、市民や事業者の協力を得ながら、対策

を講じていきます。 

 

 

（3）取組内容（環境施策） 

①大気汚染の防止 

1）大気汚染の監視 

●硫黄酸化物や窒素酸化物等の汚染物質の測定と分析を実施します。 

●大気中の空間放射線量率の測定を実施します。 

●アスベストを含有する民間施設の解体工事等について、北海道と協力して届出等によ

る把握を行い飛散防止の指導に努めます。 

●微小粒子状物質（ＰＭ2.5）について、情報の収集と提供に努めます。 

 

 

2）大気汚染の防止対策の推進 

●市の公用車に次世代自動車等を積極的に導入するとともに、市民や事業者に対して次

世代自動車等の普及を促進します。 

●大気汚染防止法等に基づき、北海道と協力して大気汚染の防止を推進します。 

●アイドリングストップ等、エコドライブの推進を呼びかけ、排気ガスによる大気汚染

の防止行動を啓発します。 

●ダイオキシン類発生のおそれがある、簡易焼却炉での焼却や野焼きの禁止について啓

発・指導を実施します。 

●排気ガスの抑制のため、自動車から公共交通機関や自転車、徒歩への利用転換につい

て啓発するとともに、幹線道路や店舗付近の渋滞緩和策を推進します。 

 

 

３）健康で質の高い生活環境への転換 

●ゼロ・エネルギーハウスの普及に向け、家庭における蓄電池や家庭用燃料電池（エネ

ファーム）、次世代自動車等の導入に対する支援について検討します。 

●環境にやさしい交通手段である自転車の利用促進を図り、快適に自転車を利用できる

まちにするため、自転車の貸し出しについて推進します。 

●エネルギーの効率化が図られるよう公共交通機関の利用を促進します。 

●徒歩や自転車を活用したエコ通勤について周知します。 

●快適に歩けるまちにするため、歩道の整備を推進します。  
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②水質汚濁の防止 

1）公共用水域の水質把握 

●千歳川水系等での水質検査を継続し、環境基準を超過した場合や検査結果に大きな変

動がみられた場合など、その要因等の分析や原因調査に努めます。 

 

 

2）排水対策の推進 

●水質汚濁防止法等に基づき、北海道と協力して水質汚濁の防止を推進します。 

●廃食用油は下水に流さないなど、家庭から発生する生活排水の配慮について、情報提

供や啓発を推進します。 

●家庭用燃料タンクの破損等による油漏れの防止に関して、周知します。 

 

 

3）下水道施設の整備 

●河川など公共用水域の水質保全を持続できるよう、老朽化した下水道施設の改築更新

を推進します。 

●下水道処理区域外での生活排水を適切に処理するため、合併処理浄化槽の普及を推進

します。 

 

 

③悪臭の防止 

1）悪臭の状況把握 

●工場や事業場などの周辺における悪臭調査を実施し、悪臭の状況把握に努めます。 

 

 

2）悪臭発生源対策 

●悪臭発生源となっている事業場などに対する監視と指導を実施します。 
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④騒音・振動等の防止 

1）自動車騒音の把握と啓発 

●幹線道路における自動車交通騒音の測定を実施します。 

●自動車運転時の空ぶかしやアイドリングを控えるよう、啓発します。 

 

 

2）工場・事業場等での騒音・振動防止対策 

●工場・事業場や建設作業など、騒音・振動の発生源の把握と指導を実施します。 

 

 

3）航空機や生活音などとその他の騒音・振動等防止対策 

●自衛隊演習による騒音測定の継続と測定箇所数の増設を要請し、実態把握に努めま

す。 

●商業地や住宅地などの近隣騒音防止に関して、周知します。 

●低周波音などのさまざまな問題について、情報収集と提供に努めます。 

 

 

⑤有害化学物質による汚染の防止 

1）有害化学物質の監視と汚染防止対策 

●ダイオキシン類などの有害化学物質について、北海道の協力などにより状況の把握に

努めます。 

●ゴルフ場の農薬使用について、使用状況の把握や散布の立会、水質検査などにより、

監視と指導を実施します。 

●化学肥料や農薬の使用を抑えた、周辺環境に優しいクリーン農業を促進します。 

 

 

2）有害化学物質に関する情報提供 

●化学物質のリスクや管理手法などに関する情報や、有害化学物質（環境ホルモンな

ど）に関する情報の収集と提供に努めます。 
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（4）成果指標 

指標 実績値（2018年度） 目標値（2030年度） 

硫黄酸化物濃度 0.5 未満（SO₃mg/100cm²/日） 現状維持もしくは改善 

類型指定されている河川の BODの水質

環境基準の達成率 

72.7％ 100.0％ 

外出時に自家用車の使用を控えている

人の割合（アンケート調査による） 

50.3％ 70.0％ 

エコドライブの実践率（アンケート調査

による） 

72.4％ 100.0％ 

油流出事故件数 12 件 0 件 

※硫黄酸化物の測定方法については、二酸化鉛法による測定。 

※BOD の達成率は、BOD の水質環境基準達成回数÷（採水地点数×採水回数）×100で算出 

※BOD の水質環境基準値については、A 類型 2mg/L 以下、B類型 3mg/L以下 

※アンケート調査結果による実績値は 2019年度の値です。 

 

（5）市民・事業者の役割（行動指針） 

①市民 

●自動車を新たに所有する際は、次世代自動車等を検討します。 

●アイドリングストップ等のエコドライブに努めます。 

●廃食用油は下水に流しません。 

●公共下水道の整備が行われていない地域では、合併処理浄化槽の設置に努めます。 

●灯油等の油漏れがないよう家庭用燃料タンクを定期的に点検します。 

●静穏な生活環境の維持に努めます。 

 

 

②事業者 

●事業用自動車を導入する際は、次世代自動車等の導入を検討します。 

●アイドリングストップ等のエコドライブに努めます。 

●事業活動に伴い、発生するばい煙、粉じん、ベンゼン等の指定物質について、大気汚

染防止法を遵守します。 

●事業活動に伴う、騒音・振動に対して、騒音・振動規制法等を遵守するとともに、静

穏な生活環境の維持に努めます。 

●公共用水域に水を排出する際は、水質汚濁法防止法及び北広島市環境保全指導要綱を

遵守します。 

●クリーン農業推進のため、化学肥料や農薬の使用の低減に努めます。 

●事業用の灯油や重油類を適正に管理します。 

●簡易焼却炉での焼却や野焼きは行いません。 
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4.2. 循環型社会 
 

 

（1）現状と課題 

①ごみの排出量 

〇一般廃棄物処理量については、家庭系・事業系ともに概ね横ばいで推移していま

す。（平成 30 年度は、台風 21号と胆振東部地震による災害廃棄物等の影響に

より増加） 

〇1 人 1日あたりごみ排出量は、概ね 950ｇ／人日前後（平成 30年度は台風 21

号と胆振東部地震による災害廃棄物等の影響により増加）で推移しております

が、北広島市一般廃棄物処理基本計画の排出量目標（866ｇ／人日）より高い数

値となっています。 

〇令和 6 年度より、ごみの広域処理（焼却処理）の運用が開始する予定です。 

 

〇一般廃棄物処理量や 1人 1 日あたりごみ排出量は北広島市廃棄

物処理基本計画の計画値より多いことから、更なるごみの減量

化に向け、対策を講じていくことが求められます。 

 

 

  
     ※一般廃棄物処理量には、資源ごみは含まれていません。 

 
図4-6：一般廃棄物処理量（左）と1人1日あたりごみ排出量（右）の推移 

出典：【一般廃棄物処理量】北広島のかんきょう（北広島市）     

【1 人 1 日あたりごみ排出量】一般廃棄物処理実態調査（環境省） 
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②リサイクル 

〇自治会や子ども会などに奨励金を交付し、集団資源回収を進めていますが、近年

はインターネット等の普及により、新聞・雑誌類の資源自体が減少傾向にありま

す。 

〇リサイクル率は、平成28 年度以降増加傾向にあり、平成 30 年度で 24.4％と

全国、北海道の値より高い状況となっています。 

〇一般廃棄物は北広島市クリーンセンターに搬入した後、資源ごみは資源リサイク

ルセンターで、選別して委託処理、資源ごみ以外のごみは、破砕処理を行い、最

終処分場に埋立処分しています。 

〇生ごみは、分別収集し、北広島下水処理センターで下水汚泥・し尿・浄化槽汚泥

と混合処理をしており、発生した消化ガスは全量を重油の代替燃料として、乾燥

汚泥は市内の農家などに肥料として還元しています。 

 

〇リサイクル率は北海道、全国と比べ高い状況にあるものの、資

源の有効活用のため、更なる資源化が必要となります。 

 

 

  
※紙類、びん・缶、くず鉄、布等の合計 
 

図4-7：集団資源回収量（左）とリサイクル率（右）の推移 

出典：【集団資源回収量】北広島のかんきょう（北広島市）     

【リサイクル率】一般廃棄物処理実態調査（環境省）      
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③ごみの適正処理 

〇令和 6 年度からごみの焼却処理が始まりますが、焼却処理しないごみは引き続き

最終処分場で処理します。 

〇粗大ごみや廃家電などを不法に投棄することは、法律に基づき禁止されています

が、不法投棄は後を絶たない状況です。対策としてパトロール員が監視や対応を

行っており、平成 30年度は 86.98t を回収しました。 

 

〇最終処分場の延命が必要です。 

〇不法投棄は後を絶たない状況であることから、今後も監視を続

けるとともに、対策を講じることが求められます。 

 

 
図4-8：不法投棄量の推移 

出典：令和元年度清掃事業概要（北広島市） 

④ストックの維持管理 

〇北広島市の公共施設は、人口が急増した昭和 40 年代・50 年代に整備されたも

のが多い状況で、インフラ施設も含め、近い将来、その更新時期が一斉に訪れる

ことが予測されています。 

〇持続可能な公共サービスや新たに求められている行政サービスを提供し続けるた

め、北広島市公共施設等総合管理計画を策定し、施策を進めています。 

 

〇持続可能な社会を構築していくためにも、公共施設やインフラ

施設等のストックに対して、長寿命化、防災機能の向上、省エ

ネルギー化を推進する等、ストックの価値向上を図ることが重

要となります。 
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（2）基本方針 

「減量化・資源化に取り組む、ごみの少ないまち」を実現するため、市民、事業者、市が連携し、

ごみの減量化、資源化、適正処理を進めていきます。 

 

 

（3）取組内容（環境施策） 

①3R の推進（リデュース・リユース・リサイクル） 

1）ごみの減量化 

●市民に対する生ごみの分別収集の周知徹底や、事業者に対する分別への協力を強化

し、北広島下水処理センターでのバイオガス化処理量の増加を推進します。 

●家庭から排出される生ごみの自家処理を促進するため、生ごみ堆肥化容器（コンポス

ト）と電動生ごみ処理機の購入費の助成を実施します。 

●パンフレットや資料などによる、ごみ減量化や分別方法等について周知します。 

●使い捨て商品の抑制や包装の適正化など、ごみ発生の少ない商品・サービスの選択や

回収して再利用するリターナブルびん使用など、「ごみを出さない」生活のあり方に

ついて啓発します。 

●マイバッグやマイボトルの持参などプラスチックごみの削減について啓発します。 

●事業者に対するごみの減量に関して啓発します。 

●「一般廃棄物処理基本計画」に基づくごみ減量化の取組の検証・評価を行い、新たな

目標と具体的方策を設定します。 

 

2）リユース、リサイクル（再利用・再資源化）の推進 

●公共施設での再利用品の使用を進め、市民・事業者にも啓発します。 

●市役所内において、使用済みの紙類やトナーカートリッジ等のリサイクルに努めま

す。 

●びん・缶・ペットボトル等の分別回収・資源化を促進します。 

●廃食用油、古着・古布、小型家電、ミックスペーパーを回収し、リユース・リサイク

ルを推進します。 

●町内会や学校などで行われている集団資源回収の取組を促進します。 

●資源の有効利用とごみの減量化を進めるため、粗大ごみの中から、まだ使える家具等

を修理し、リユースする事業を推進します。 

●事業者に対するリサイクルに関して啓発します。 

●フリーマーケット開催などの、リユース品の利用促進について周知します。 

●バイオガス化処理施設（生ごみ）の活用による生ごみの再資源化の取組を推進しま

す。 

●農業などで発生するごみを利用してたい肥化し、クリーン農業を促進します。 
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海洋を汚染するプラスチックごみの問題 

北広島市は海に面していませんが、まちや川原などで不用意に捨てられたごみは、雨や風で流され、川等を流

れて海に運ばれてしまいます。一度放出されたプラスチックごみは容易に自然分解されず、多くが何百年もの間、

残り続けるといわれています。海に流れ出たプラスチックごみは、波や紫外線の影響を受けもろくなり、小さく

なり、5mm 以下となったプラスチックはマイクロプラスチックと呼ばれています。回収が難しく、生態系に影

響を与えることが心配されており、海洋プラスチックごみの問題は、海がないからと言って無関係ではなく、一

人ひとりの取り組みが重要となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

3）マイクロプラスチックを含む海洋を汚染するプラスチックごみ対策の推進 

●市民、事業者に対し、海洋を汚染するプラスチックごみ問題について、啓発します。 

●市の指定ごみ袋は、海洋に流出しても影響や負担が少ない素材の使用を検討します。 

●マイバッグやマイボトルの持参などプラスチックごみの削減について啓発します。

（再掲） 

 

 

4）食品ロスの削減 

●市民、事業者等に対し、食品ロス問題について、啓発します。 

●小学生を対象にした、食品ロス問題に関する講座を実施します。 
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②ごみの適正処理 

1）廃棄物処理施設の整備 

●最終処分場の延命化と新たな処分場の確保に努めます。 

●「一般廃棄物処理基本計画」に基づくごみ減量化の取組の検証・評価を行い、新たな

目標と具体的方策を設定します。（再掲） 

 

 

2）環境美化と適正処理の推進 

●不法投棄監視パトロールを実施します。 

●ごみの散乱防止など、ごみステーション管理の適正化についての啓発と指導を実施し

ます。 

●有害物質発生のおそれがある、野外焼却（野焼き）や小規模焼却炉によるごみの焼却

をしないよう啓発します。 

 

 

③ストックの維持管理・有効活用 

●北広島市公共施設等総合管理計画に基づき、公共施設の更新・統廃合・長寿命化など

を計画的に推進します。 

●ゼロエネルギー住宅の普及に向け、家庭における蓄電池や家庭用燃料電池（エネファ

ーム）、次世代自動車等の導入に対する支援について検討します。 
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今後の事業系ごみ排出量について 

事業系ごみ排出量は、2023 年の北海道

ボールパーク F ビレッジ等の開業により、

増加が見込まれていますが、増加量を抑え

るため、北広島市一般廃棄物処理基本計画

に基づき、様々な施策を実施します 

（4）成果指標 

指標 実績値（2018年度） 目標値（2030年度） 

1人1日当たり家庭系ごみ排出量 589ｇ／人・日 547ｇ／人・日 

事業系ごみ排出量 5,241ｔ 5,615ｔ 

不法投棄量 86.98ｔ 減少 

 

 

 

 

 

 

 

 

（5）市民・事業者の役割（行動指針） 

①市民 

●生ごみの分別に努めます。 

●ごみの減量化に努めます。 

●マイバッグやマイボトルの持参などプラスチックごみの削減に努めます。 

●家庭系ごみの不法投棄はしません。 

●廃食用油、古着・古布、小型家電、ミックスペーパーの適正排出に努めます。 

●食品ロス削減に努めます。 

●ごみステーションの衛生的な使用に努めます。 

●宴会等の際には、「3010 運動」の推進などによる、食品ロス削減に努めます。 

 

 

②事業者 

●事業所から発生する生ごみの分別に努めます。 

●ごみの減量化に努めます。 

●簡易包装に努めます。 

●事業系ごみの不法投棄はしません。 

●農業などで発生するごみのたい肥化に努めます。 

●飲食業においては、「3010 運動」の推進などにより、食品ロス削減に努めます。 

●事業活動による食品ロスの発生抑制に努めます。 
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4.3. 自然共生社会 
 

 

（1）現状と課題 

①森林・河川等の保全 

〇森林の面積は、市の面積の約１/３を占めています。平成 30年度時点で、国有林

が 644ha、それ以外の公有林と私有林が 3,708ha の計 4,352haとなってお

り、その約２/３が天然林です。 

〇緑の骨格となるまとまった森林として、市域中央に特別天然記念物野幌原始林を

含む国有林があり、環境緑地保護地区などの保全区域が市内に点在しています。 

〇良好な自然環境を有する森林などについては、その保全を目的として鳥獣保護区

や環境緑地保護地区などに指定され、立木の伐採など自然を損う一定の行為が規

制されています。 

〇令和元年のアンケート結果より、「森林の保全・整備」、「河川の保全・整備」

は重点改善項目（市民の満足度が低く重要度が高い）となっています。 

〇市有林では計画的な森林整備を行っていますが、全体の約８割を占める民有林で

は不在地主も多く、管理が不十分な森林も少なくありません。 

〇市では森林ボランティア等との協働による森林保全を進めているほか、中学校の

授業で間伐や枝打ちなどを行う体験学習を実施するなど、緑を大切にする啓発を

行っています。 

○「石狩川クリーンアップ作戦」に基づき、市職員や市民団体により、河川の草刈

りや清掃等を行っています。 

 

〇森林には、多様な動植物が生息・生育し、水源涵養や二酸化炭

素の吸収など、多面的な機能により私たちの生活を支えている

ことから、今後も適切に保全・管理をしていくことが重要とな

ります。 

 

 
※四捨五入の関係で、内訳と総数が一致しない場合があります。 

図4-9：森林面積の推移 

出典：北海道林業統計（北海道） 
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北広島市の生物多様性 

北広島市は石狩平野の南部に位置し、西に島松丘陵、中央に野幌丘陵、東に恵庭千歳低地と大きく三つの地形

に分けられます。海に面していませんが、島松山などの山地とそれに連なる丘陵、千歳川流域の湿地、水田や溜

池など、規模は大きくありませんが様々な環境が揃っていることから、多くの動植物が確認されています。また、

石狩低地帯のほぼ中央に位置し、永い歴史的な時間を経て、寒地系の生物と暖地系の生物の分布が重なりあった

ことが、北広島市の生物多様性を高めている要因と考えられます。 

②野生生物 

〇市内に生息・生育する野生生物の状況を把握するため、平成 12～30 年度にかけ

て市内で実施された自然環境調査結果や文献を取りまとめたところ、哺乳類 24

種（うちレッドリスト掲載種*5種）、鳥類 222種（うちレッドリスト掲載種

46 種）、爬虫類 6種、両生類 5 種（うちレッドリスト掲載種 1種）、魚類 35

種（うちレッドリスト掲載種 16種）、昆虫 2028 種（うちレッドリスト掲載種

47 種）、その他の動物6 種（うちレッドリスト掲載種 2 種）、植物 904 種

（うちレッドリスト掲載種 40 種）が確認されています。 

＊環境省レッドリストや北海道レッドリストに掲載されている絶滅が心配される種 

○一方、北海道には自然分布していなかったトノサマガエルやツチガエルの他、外

来生物法に基づく特定外来生物にリストアップされているアライグマ、アメリカ

ミンク、オオハンゴンソウ、セイヨウオオマルハナバチが市内で確認されてお

り、それらの種の定着が問題になっており、アライグマについては、北海道アラ

イグマ・カニクイアライグマ防除実施計画書に基づき、北海道等と連携し、根絶

に向けた駆除を実施しています。 

〇近年、野生鳥獣による農作物被害が増加しているため、市では鳥獣被害防止計画

を策定し、エゾシカ・アライグマ・キツネ・ヒグマ・カラス等への対策を進めて

います。対策としては、防除のための器具に対する購入助成などのほか、猟友会

による駆除を実施しています。 

 

〇貴重な植生や野生生物の生息・生育環境を適切に維持できるよ

う、情報の収集や蓄積などの状況把握を引き続き行うことが求

められます。 

〇一方で、鳥獣被害が近年増加していることから対策を行ってい

くことが求められます。 

 

 

 

 

 

 

 

図4-10：オオハンゴンソウ（左）とアライグマ（右） 

出典：環境省リーフレット「特定外来生物オオハンゴンソウ」および「特定外来生物アライグマ」（環境省） 
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③公園・緑地 

〇市街地では「北広島市緑の基本計画」を踏まえた公園緑地の整備が進められてお

り、平成 30年度末現在、226 箇所、248.47ha の都市公園が供用されていま

す。市民１人当たりの都市公園面積は 42.7㎡で、全国平均の約 4 倍、全道平均

の約 1.1倍の面積となっています。 

〇公園の再整備にあたっては、住民との意見交換会を実施するなど、市民参画の公

園整備・計画の推進に取り組んでいます。 

〇市では緑のまちづくり基金を活用し、学校や公共施設への苗木の提供や、町内会

への花苗の配布など、緑化活動の支援を実施しています。 

〇街路樹については、樹齢 30 年を超える樹木も増え、魅力的な並木が形成されて

いる路線がある一方、台風などで木が倒れたことにより、空いている植樹桝が散

見される区間もあります。 

〇市有林や河川の周辺、公共施設などで、市民と協働で植樹祭を実施しています。 

〇緑のまちづくり条例により、一定規模以上の宅地造成や建物の建築時に緑化に関

する協議を行うこととし、樹木の植栽を促しています。 

 

〇市街地における良好な公園・緑地を維持するためにも、引き続

き、公園整備や緑化を進めるとともに、老朽化対策や維持管理

を進めていくことが重要となります。 

 

 

  
図4-11：公園面積・箇所数（左）と一人当たり公園面積（右）の推移 

出典：【公園面積・箇所数】北広島のかんきょう（北広島市）    

【一人当たり公園面積】都市公園データベース（国土交通省） 
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④自然や農とのふれあい 

〇国有林の一部を借り受け整備した、林間学園やアスレチックコース、散策路など

を備えた「北広島レクリエーションの森」、島松の「自然の森キャンプ場」など

があり、市民の自然とのふれあいの場となっています。 

〇緑豊かな森の中に、札幌恵庭自転車道（通称エルフィンロード）が整備され、自

然と親しみながらのサイクリングや散歩、ジョギングに活用されています。また

北広島団地内にも、緑豊かな公園をネットワークする自転車・歩行者用道路が整

備されています。 

〇「農」とのふれあいの場の確保のため、市民農園の整備や活用を支援するほか、

農園マップを配布し、体験農園や農産物直売所などの交流施設の周知を行ってい

ます。 

 

〇豊かな自然が数多く残されているなど市の特性を活かして、自

然や農にふれあえる場の管理や、体験・学習機会の創出が重要

となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図4-12 自然の森キャンプ場（左）とエルフィンロード（右） 
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⑤景観づくり・歴史的文化遺産 

〇市では魅力ある都市景観づくりを進め、快適で美しい街並みの形成と維持のため

に、違反広告物の簡易除去を行っています。 

〇届出義務のない事業用太陽光発電施設の設置や開発により、景観の形成や動植物

の生息・生育環境への影響が懸念されています。 

〇郷土の代表的な歴史的遺産として、現存する北海道最古の駅逓所である「国指定

史跡旧島松駅逓所」があり、適切に管理を行い一般公開を行っています。 

〇市内の先人の遺跡や、開拓の歴史を掘り起こして活用を図る、エコミュージアム

構想を進めており、「地域遺産発見バスツアー」などの体験学習や講座を行って

います。 

 

〇景観づくりに対する意識の低下や、事業者による太陽光発電施

設の設置などに代表される新たな景観阻害の動きが出てきたこ

とから、対策が求められます。 

 

 

 

  
 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-13 輪厚川（左）と北広山（右） 
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（2）基本方針 

「ひとと自然が調和したまち」の実現に向け、森林をはじめとした動植物の生息・生育環境を守り、

市民が豊かな自然に気軽にふれあえる環境づくりや良好な景観を維持していくための対策を進めま

す。 

 

（3）取組内容（環境施策） 

①動植物の生息・生育環境の保全 

1）豊かな森林・河川環境の保全 

●仁別・三島の森や富ヶ岡の森に代表される市有林を保全し、維持管理を実施します。 

●民有林の所有者に対し、公的な支援などの情報提供を行い、森林整備を促進します。 

●森林ボランティアによる市有林の森林整備を継続して実施します。 

●森林整備の一端を担う森林ボランティアへの支援を実施します。 

●北海道などと連携し、環境緑地保護地区、鳥獣保護区などの豊かな自然を残す森林の

保全に努めます。 

●森林環境譲与税を活用した森林経営管理制度による森林整備を実施します。 

●石狩川クリーンアップ作戦に基づき、河川空間の清掃等を実施します。 

●河川改修の際には、自然環境に配慮した改修に努めます。 

●河川への油類の流出防止に努め、河川管理を促進します。 

●条例等に規制のないさまざまな開発に対し、景観や動植物の生息・生育環境に配慮し

た開発となるよう、ガイドライン等の作成について検討します。 

 

 

 

2）地域の動植物との共存 

●市内の植生や野生生物の生息状況について、調査と情報収集に努め、生態系や貴重な

動植物を保護するための対応策を検討します。 

●アライグマなどの特定外来生物の根絶に向けた捕獲を実施するとともに、調査を検討

します。 

●エゾシカ等の野生生物と共存していくため、北広島市鳥獣被害防止計画に基づき農作

物への被害を防止するほか、個体数管理を推進します。 

●野生動物について、安易な餌付けを行わないよう、周知します。 
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②緑化の推進、公園・緑地等の確保と維持管理 

1）公園・緑地の整備と維持管理 

●市民のニーズを踏まえた公園施設の改修と維持管理を実施します。 

●北広島市公園等里親制度を活用し、公園・緑地の維持管理を市民と協力して実施しま

す。 

 

 

2）街路樹の整備と維持管理 

●街路樹の現状を把握し、剪定や補植等を行うとともに、必要に応じて再整備するな

ど、魅力ある並木づくりに努めます。 

 

 

3）緑化の推進 

●公共の場である市の施設や公園の緑化を推進します。また、街路樹の植栽、補植によ

り緑化を促進します。 

●市民参加による植樹を実施します。 

●緑化協議を継続し、事業所敷地内の緑化を促進します。 

●緑と花のある美しいまちづくりを推進するため、市民の参加による公共施設や街路樹

桝への花苗植栽等の支援を実施します。 

 

 

４）農地の保全 

●農地・農業資源の維持を図るため、農地の多面的機能を維持する活動に対する支援を

実施します。 

●環境に配慮した営農活動に対する支援を行い、環境保全型農業を推進します。 

●大雨等の自然災害による農地被害の軽減を図るため、農業用排水機場や排水路などの

施設の維持保全に努めます。 
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③自然や農とのふれあいの増進 

1）自然とのふれあいの場の確保 

●レクリエーションの森や自然の森キャンプ場など、自然とふれあえる施設をより快適

に活用できるよう、維持管理を実施します。 

●野鳥や昆虫、植物の観察会など、さまざまな自然体験の講座を実施します。 

●自然に関するパンフレットや、市内の動植物を紹介するガイドマップなどの作成を実

施します。 

 

 

2）農とのふれあいの場の確保 

●市内の市民農園や体験農園に関する情報提供を行い、市民の利用を促進します。 

●農業への理解促進を図るため、6次産業化やグリーンツーリズムによる農業の魅力や

価値を伝える取組を促進します。 

 

 

④地域に根ざした景観、歴史的環境の保全 

1）魅力的な景観の保全と形成 

●花のまちコンクールや園芸教室などの開催を通じて、個人宅の緑化などを含めた市民

の景観づくりの意識啓発を推進します。 

●よりよい景観の確保のため、屋外広告物に関する指導に努めます。 

●他の条例等に規制のないさまざまな開発に対し、景観や動植物の生息・生育環境に配

慮した開発となるよう、ガイドライン等の作成について検討します。 

 

 

2）歴史的文化遺産の保全と活用 

●旧島松駅逓所を中心とした史跡公園整備を検討します。 

●文化財・郷土資料など地域に存在する資源の活用を図り、情報発信や郷土学習を実施

します。 

●特別天然記念物野幌原始林の適切な保存を実施します。 
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（4）成果指標 

指標 実績値（2018年度） 目標値（2030年度） 

自然観察会への参加人数 85 名 300 名 

森林の保全・整備の満足度（アンケー

トによる） 

46.8％ 70.0％ 

河川の保全・整備の満足度（アンケー

トによる） 

47.3％ 70.0％ 

アライグマの捕獲数 141 頭 増加 

アライグマによる農業被害額 3,056 千円 軽減 

エゾシカによる農業被害額 5,383 千円 軽減 

 

 

（5）市民・事業者の役割（行動指針） 

①市民 

●森林や河川の保全のためのボランティア活動への参加に努めます。 

●野生動物にえさを与えません。 

●自然観察会などのイベントへの参加に努めます。 

●外来種被害予防三原則「入れない」「捨てない」「拡げない」を守ります。 

 

 

②事業者 

●開発事業を行う際は、動植物の生息・生育環境や景観に配慮するよう努めます。 

●事業所の敷地内の緑化に努めます。 

●外来種被害予防三原則「入れない」「捨てない」「拡げない」を守ります。 
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4.4. 地球環境 
 

 

（1）現状と課題 

①温室効果ガス排出量 

〇市域の温室効果ガス排出量は、基準年である平成 25 年度から増加しており、こ

のまま進む（現状趨勢）と令和 12 年度で 721千 tCO2になることが見込まれま

す。 

〇市では国の削減目標に準じて、令和 12年度までに基準年度（平成 25年度）比

で 26％削減することを目指します。 

〇市の事務事業については、省エネルギー化と職員の環境活動の実践を進め、平成

20 年度からは、環境マネジメントシステムを構築し、温室効果ガス排出量の削

減に一定程度の効果を上げています。 

〇令和元年のアンケート結果より、「地球温暖化防止のための対策」、「省エネル

ギー対策」は重点改善項目（市民の満足度が低く重要度が高い）となっていま

す。地球温暖化の影響を「緩和」するために取り組むべきこととして要望の高い

ものは、「公共交通機関の充実・利便性を向上する（44.2％）」、「ごみの減量

やリサイクルなどの資源の有効活用を促進する（34.2％）」、「省エネ設備など

の普及にかかる支援制度の充実（28.7％）」が挙げられます。 

 

〇温室効果ガス排出量は、国の削減目標に準じて令和 12年度ま

でに基準年度比（平成 25 年度）で大幅な削減が求められるこ

とから、削減に向けた対策を一層強化することが求められま

す。 

 

 

 
図 4-14：温室効果ガス排出量の推移 
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 4.4. 

課 題 

環境施策 

① 

現 状 

175 千 t-CO2 

（24.9％）の削減 

現在の H30 の値は仮のものです。 

12 月後半ごろに値が公表されるため、グラフはその

後に更新します。 

目標値 

542 千 t-CO2 

R1 以降は推計値です 

予測値 

721 千 t-CO2 
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②省エネルギー化の取組 

〇令和元年度のアンケート結果より、環境配慮行動を行っている（時々行っている

も含む）割合は、「節電などの省エネを心掛けている」が 95.3％、「意識して

省エネ製品を購入している」が 71.0％となっています。 

〇実施した取組は啓発が中心で、「環境ひろば」や、「出前講座」などのなかで地

球温暖化問題を取り上げてきたほか、市のホームページや広報きたひろしま、パ

ンフレットなどで省エネ情報の提供を行っています。 

 

〇環境意識調査より、省エネルギー行動や省エネ製品の購入は、

市民に浸透しつつありますが、温室効果ガス排出量の大幅な削

減を実現し、限りある資源を有効に活用していくためには、更

なる取組の推進が求められます。 

 

 

 

  
※四捨五入の関係で、合計しても100％とならない場合があります。 

図 4-15：節電などの省エネを心掛けている     図 4-16：外出時に自家用車の使用を控え、公共交通機 

（市民意識調査結果）           関を利用するようにしている（市民意識調査結果） 

 

 

  
※四捨五入の関係で、合計しても100％とならない場合があります。 

図4-17：自家用車のアイドリングストップを      図4-18：意識して省エネ製品を購入している 

実践している（市民意識調査結果）          （市民意識調査結果）  
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③再生可能エネルギー・次世代エネルギー 

〇市全体の再生可能エネルギー導入量を見ると、ほぼ全てが太陽光発電によるもの

で、事業者による大規模でかつ FIT 売電が中心になっていると考えられます。 

〇市では、「北広島市一般住宅用太陽光発電システム設置事業補助金」制度を実施

していますが、令和元年のアンケート結果より、家庭における再生可能エネルギ

ーの利用は浸透していない状況が伺えます。 

〇平成 20 年度から「廃食用油回収事業」を開始しており、市内の 4箇所で家庭か

ら排出される廃食用油を回収しています。平成 30 年度は 3,530L を回収してお

り、主にバイオ再生重油に再生され、燃料として再利用しています。 

 

〇家庭や事業者における自家消費を主とした適正規模の太陽光発

電などの普及や次世代エネルギーの活用が将来的に重要となっ

てきます。 
 

  
※FIT売電をしている再生可能エネルギー設備 
のみを集計としています。 

図 4-19：太陽光発電の補助件数       図 4-20：市全体の再生可能エネルギー導入量の推移 

出典：【太陽光発電の補助件数】北広島のかんきょう（北広島市） 

【市全体の再生可能エネルギー導入量】固定価格買取制度 情報公表用ウェブサイト（経済産業省） 

 
 
 

   
※四捨五入の関係で、合計しても100％とならない場合
があります。 

図 4-21：市内における規模別太陽光発電の導入割合   図 4-22：太陽光発電やバイオマス等の生再可能エネ 

ルギーを使っているか（市民意識調査結果） 

出典：【市内における規模別太陽光発電の導入割合】固定価格買取制度 情報公表用ウェブサイト（資源エネルギー庁）  
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④気候変動 

〇気象庁の地球温暖化予測情報第 9巻に基づき作成された、21 世紀末の石狩地方

の気候によると、石狩地方では、年間平均気温が約 5℃上昇すること、ほとんど

見られない真夏日が年に30 日程度出現すること、一方で真冬日は年に 5日程度

に減ること、大雨・短時間強雨の発生日（回）数がともに増加すること、などが

予測されています。 

〇国や北海道の影響評価によると、農業、水資源、自然生態系、自然災害、健康、

都市生活等の各分野で影響が出ることが予測されています。 

〇令和元年のアンケート結果より、「気候変動・異常気象への適応対策」は重点改

善項目（市民の満足度が低く重要度が高い）となっています。気候変動への適応

のために取り組むべきこととして、要望の高いものは「集中豪雨や大雨、土砂災

害などへの対策（87.5％）」、「熱中症や感染症などへの対策（49.7％）」、

「水不足などへの対策（44.3％）」が挙げられます。 

 

〇気候変動によりさまざまな影響が出ることが予測されており、

重点改善項目であることから、対策を行っていくことが求めら

れます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※各結果は、温室効果ガスの排出削減対策が今後追加的に行われず、地球温暖化が最も進行する場合の「RCP8.5」シナリ
オを用い、20世紀末の気候（現在気候：1980～1999年）に対して、21世紀末の気候（将来気候：2076～2095
年）を比較したものです。 

図 4-23：石狩地方における気候変化の将来予測 

出典：21 世紀末の石狩地方の気候（気象庁） 
  

課 題 
環境施策 

② 

現 状 
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（2）基本方針 

「積極的に環境負荷を低減し、地球にやさしいまち」の実現に向け、再生可能エネルギーの導入や

省エネルギー設備への更新をはじめとした効果の高い地球温暖化対策を進めるとともに、次世代エネ

ルギーの導入に向けた調査検討などを進めていきます。 

 

（3）取組内容（環境施策） 

①地球温暖化対策の推進 

1）計画的な温暖化対策の推進 

●地球温暖化対策実行計画（事務事業編）に基づき、市の各施設や事業で省エネ行動や

リサイクルに取組、温暖化対策を率先して推進します。 

 

 

2）身近な温暖化対策の推進 

●温暖化による影響などについて、市のホームページや環境ひろば、その他のイベント

を通じて積極的な情報提供に努めます。 

●温室効果ガス排出量を削減するため、節電やアイドリングストップなどの省エネ行動

や節水、ごみを減らす暮らしなどの省資源に留意した生活の必要性について啓発しま

す。 

●エコドライブ・アイドリングストップ等について情報提供を行うとともに、エコドラ

イブ講習会等を実施します。 

●若年層の温暖化への認識が低いことに対応し、小学生などの子どもを対象にした啓発

や情報提供に努めます。 

●省エネルギー設備に関する情報や導入支援策などについて情報提供に努めます。 

●環境に配慮した消費者（グリーンコンシューマー）を育成するため、情報提供等に努

めます。 

●BEV・PHEV・FCEV 等の次世代自動車の導入について情報提供等に努めます。 

●ファストフード等の消費が拡大している中で、食や農を考える機会をつくり、地産地

消を促進します。 

●地元農作物の直売所や体験型農業といったグリーンツーリズム活動を支援し、地産地

消を促進します。 

 

  



 

45 

 

 

次世代自動車 

3）事業活動における温暖化対策の推進 

●ISO14001 など、環境マネジメントシステムの導入に向けて啓発します。 

●省エネルギーに関する情報や、温暖化情報などをテーマとした出前講座を実施しま

す。 

●エネルギー消費の少ない再生品の使用など、環境にやさしい製品・サービスの購入に

ついて啓発します。 

 

4）省エネルギーの促進 

●省エネ機器の導入支援を実施します。 

●ＬＥＤ街路灯の設置等について自治会等への補助を実施します。 

●市有施設の新築や改修にあたっては、環境負荷に配慮し、省エネ型の照明や太陽光発

電設備等の導入について検討します。 

●老朽化した照明灯について、環境負荷低減を目的にＬＥＤ化を推進します。 

 

５）再生可能エネルギー・次世代エネルギーの活用 

●太陽光発電等の新たなエネルギーの導入支援と地中熱等の未利用エネルギーに対する

国の支援策などの情報提供を行います。 

●ゼロ・エネルギーハウス普及に向けて蓄電池の導入支援策を検討します。 

●生ごみの分別回収によるバイオガス化の取組を推進し、発生したガスを活用します。 

●家庭から出る廃食用油の回収を継続し、燃料として活用します。 

●水素エネルギーの利用拡大のため、家庭用燃料電池（エネファーム）の普及促進につ

いて、導入支援策を検討します。 

●BEV・PHEV・FCEV等の次世代自動車の普及促進について、導入支援策を検討します。 

●市の公用車を新たに購入・リース等する場合には、原則として BEV・PHEV・

FCEV 等の次世代自動車の導入を検討します。 

●水素サプライチェーン構築に向けた情報の収集と提供に努めます。 

 

 

  

【PHEV（プラグインハイブリッド自動車）】 

 ハイブリッド自動車の機能に加え、家庭

用電源などの電気を車両側のバッテリー

に充電し、電気自動車としての走行割合を

増やすことのできる自動車。 

【EV（電気自動車）】 

 電気をエネルギー源に、モーター

を動力源として走行する自動車で、

走行中に CO₂やNOx の排出が無い

ゼロエミッション車。 

【FCEV（燃料電池自動車）】 

 燃料電池で水素と酸素の化学反応に

よって発電した電気を使い、モーター

を回して走る自動車。燃料は水素で、

走行時に発生するのは水蒸気のみ。 
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６）低炭素型交通体系の構築 

●利便性の高い持続可能な公共交通網の構築を図るため、地域公共交通活性化協議会を

はじめとした、市民、交通事業者等との連携を推進します。 

●モビリティ・マネジメントや市民との連携等により、公共交通を利用しやすい公共交

通網の形成を図ります。 

●バス路線の利用状況や利用者ニーズを把握し、バス利用者が利用しやすい公共交通網

の形成を図ります。 

●ＪＲ北広島駅や各地域からボールパークにアクセスするための公共交通網の形成を図

ります。 

●自動運転やＭaaS（マース）などの先端技術を用いた新たな交通サービスについての

調査を推進します。 

●パーク・アンド・ライドの利用を促進します。 

●幹線道路の改良や整備を実施して、自動車交通の円滑化を図り、渋滞緩和策を推進し

ます。 

 

 

②気候変動による影響への適応 

1）自然災害対策 

●北広島市強靭化計画に基づき、気候変動等による影響の少ないまちづくりに努めま

す。 

●災害廃棄物の収集、処理を適正かつ迅速に実施するため、災害廃棄物処理計画の策定

を検討します。 

●東の里遊水地等を活用した治水対策を実施します。 

●水源の涵養など森林の保有する多面的機能の維持に努めます。 

 

 

２）自然・健康対策 

●動植物データの収集体制の整備について、検討します。 

●熱中症対策について周知します。 

 

 

③その他の地球環境問題への対応 

1）オゾン層破壊、酸性雨等の情報提供等 

●フロン等の回収と廃棄を推進します。 

●酸性雨や森林破壊などの動向について、情報収集と提供に努めます。 
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（4）成果指標 

指標 実績値（2018年度） 目標値（2030年度） 

市内の温室効果ガス排出量 745（千ｔ―CO₂） 26％削減 

次世代自動車の導入率 調査未実施 10.0％ 

再生可能エネルギーや次世代エネルギ

ーを使用している世帯割合 

8.0％ 30.0％ 

積極的に温暖化対策を実践している人の

割合（アンケート調査による） 

12.0％ 70.0％ 

 

 

 

（5）市民・事業者の役割（行動指針） 

①市民 

●節電などにより、省エネルギー対策に努めます。 

●LED 照明などの省エネルギー機器の導入や、再生可能エネルギーの導入について検

討します。 

●文具等を購入する際は、グリーン購入に努めます。 

●自動車を新たに所有する際は、BEV・PHEV・FCEV等の次世代自動車を検討しま

す。 

●農作物の地産地消に努めます。 

●移動手段は、徒歩や自転車、公共交通機関の利用に努めます。 

●住宅を新築・改築する際は、省エネ対策について検討します。 

●省エネ性能の高い家電などの環境配慮型製品への買換えを検討します。 

●熱中症等の対策を充分に行います。 

 

 

②事業者 

●節電などにより、省エネルギー対策に努めます。 

●事業活動で使用する文具等は、グリーン購入に努めます。 

●環境マネジメントシステム（エコアクション 21、ISO14001 等）の導入に努めま

す。 

●LED 照明などの省エネルギー機器の導入や、再生可能エネルギーの導入について検

討します。 

●業務用の自動車を導入する際は、BEV・PHEV・FCEV 等の次世代自動車の導入を

検討します。 
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4.5. 環境教育・環境配慮行動 
 

 

（1）現状と課題 

①学習機会の提供 

〇市民向けの学習機会として、「自然観察会」、「エコ講座」、「エコクッキン

グ」などを開催しているほか、町内会や企業の求めに応じて出前講座などを実施

しています。 

〇令和元年度のアンケート結果より、一人ひとりが自主的に環境配慮の取組を進め

ていくために行政に求める支援では、「学校教育における環境教育（49.1％）」

が最も多い結果となっています。その中、市では小中学校での環境教育を支援す

るため、レクリエーションの森などでの自然観察会や環境をテーマにした授業に

講師を派遣しているほか、植林活動や農業体験などの取組を進めています。ま

た、富ヶ岡市有林の一部を「げんきの森」に設定して、里山体験学習などを実施

しています。 

〇歴史を含む郷土の環境を学ぶ取組として、「北広島市エコミュージアムセンター

知新の駅」を中心に、旧島松駅逓所周辺サテライトと同様のサテライトを各地区

で指定し、地域の遺産などをさまざまなかたちで発信していく「北広島エコミュ

ージアム構想」を進めています。 

 

〇市では、さまざまな形で学習機会を提供してきましたが、今

後、市民一人ひとりが自主的に環境配慮の取組を進めていくた

めには、さらなる学習機会の充実が求められます。 

 

  
図 4-24：自主的に環境配慮の取組を進めるために       図 4-25：北広島市交流農園の様子 

あるとよい行政の支援（市民意識調査結果）  

49.1%

24.5%

24.5%

29.3%

29.0%

24.5%

6.1%

16.9%

19.3%

29.8%

15.6%

2.1%

学校教育における環境教育

社会人に対する環境教育

環境分野に関する人材育成

環境情報の整備・提供

環境配慮の取り組み方法について行動指

針などによる情報提供

環境配慮の取り組みの成功事例の紹介

優良な環境配慮の取り組みへの表彰・評

価制度の充実

市民、事業者、行政、NPOなどのパート

ナーシップのためのネットワークづくり

環境保全活動への助成

再生可能エネルギー導入への助成

環境保全活動への税の軽減措置

その他
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出典：【図 4-26】きたひろ農学校：きたひろしま交流農園マップ（北広島市） 

 4.5. 
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②情報の提供と啓発の実施 

〇環境施策の実施状況や環境関連の測定値や状況などを「北広島のかんきょう」で

毎年公表しています。また、子供向けの環境小冊子「こどもの北広島のかんきょ

う」や「北広島こどものかんきょうマップ」を配布しています。 

〇省エネに関する啓発パンフレットなどの発行に加え、市のホームページや、広報

きたひろしま等を通じ、各種環境に関する情報の掲載などを行っています。 

〇令和元年度のアンケート結果より、「環境に関する情報の内容と入手のしやす

さ」は重点改善項目（市民の満足度が低く重要度が高い）で、改善の優先度が最

も高い項目となっています。情報が足りない代表的なものとしては「住んでいる

地域の環境の情報（43.8％）」、「地球温暖化に関する状況やその対策に関する

情報（31.0％）」、「市民が取り組める環境に配慮した行動に関する情報

（27.6％）」などが挙げられます。なお、情報の入手方法については、年齢によ

り異なっていることが分かりました。 

 

〇環境白書をはじめ、省エネパンフレットなど様々な形で環境に

関する情報の提供を行ってきましたが、市民意向を踏まえ、年

齢による入手方法なども考慮して、これまで以上に情報を充実

させるとともに、入手のしやすさに対応していくことが求めら

れています。 

 

   
図 4-26：環境に関する情報の入手先（左）と情報が足りない（量や正確さなど）と思うもの（右）（市民意識調査結果）  
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③市民活動の推進と協働 

〇市内の一斉清掃や集団資源回収、ごみステーションの管理など、多くの町内会な

どが市と連携しながら地域の美化やリサイクルなどを進めています。 

〇ごみの減量化やリサイクル促進のため、生ごみのたい肥化技術の普及講習会や、

リサイクルに関する講演会、シンポジウムの開催など、「北広島環境市民の会」

が市と連携しながら活動を行っています。 

〇地域での自主的な緑化活動を支援するため、緑化基金を活用して花や木の苗を町

内会などに配布しています。 

〇市民への環境保全行動の啓発のために、「エコ・パートナーシップ北広島」を中

心として地球温暖化対策などを考える「北広島環境ひろば」や「エコ講座」など

を開催しています。（再掲） 

〇市民自らが美しい景観づくりを考える機会として、「花のまちコンクール」やオ

ープンガーデン見学会などを開催し、市民の景観に対する意識の向上に努めてい

ます。 

〇北広島市公園等里親制度を導入し、清掃美化や草刈りなど、地域の団体との協働

で公園などの維持管理を進めています。 

 

〇さまざまな環境に対する取組では、市民団体や事業者などと連

携・協働することで、より多くの市民がかかわりを持ち、さら

なる環境意識の向上が図られるなどの効果があると考えられる

ことから、今後も連携・協働に努めていく必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図4-27 エコ・パートナーシップ北広島による    図4-28 北広島消費者協会による「エコクッキング」 

「エコ講座」 

 

 

 

 

 

  

課 題 

環境施策 

③ 

現 状 
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（2）基本方針 

「ひとと環境との関わりを学び、環境に配慮した行動ができる人を育むまち」の実現に向け、環境

に関する市民理解を深めていくための学習機会や情報提供の充実、入手しやすさを図るとともに、市

民の環境づくり活動に対する支援を進め、市民や団体、事業者などとの交流や連携・協働に取り組み

ます。 

 

（3）取組内容（環境施策） 

①環境学習・教育の充実 

1）環境学習の充実 

●より多くの市民が参加することができるよう、学習機会の充実に努めます。 

●さまざまな動植物とふれあう自然観察会など、環境保全の大切さを体験しながら学べ

る機会の充実に努めます。 

●自治会や企業などでの環境学習を拡充するため、魅力的な出前講座プログラムの開発

に努めます。 

 

 

2）環境教育の充実 

●小中学校での環境教育を充実していくため、自然観察会などの環境関連講座の開催や

環境に関する学習教材の提供などに努めます。 

●学校生活の中にリサイクル活動などの環境保全行動を取り込み、子どもの環境意識の

向上に努めます。 

●「環境教育」を小中学校の共通実践課題の一つに位置付け、学校生活における環境保

全行動の取込みを促進します。 

 

 

3）人材の活用と育成 

●環境関係の学習会の開催にあたっては、積極的に市内の実践者などの人材に協力を求

め、環境学習の担い手として活用します。 

●市の職員に対して環境関連の研修を実施するなど、職員の環境意識の向上に努めま

す。 
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②情報の提供 

1）情報の基盤づくり 

●自然環境の調査や各種の測定結果など、北広島市の環境に関する基礎資料の収集・蓄

積に努めます。 

●市民が必要とする環境に関する情報収集に努めます。 

●自治会や企業などでの環境学習を拡充するため、魅力的な出前講座プログラムの開発

に努めます。（再掲） 

 

 

2）情報発信 

●「北広島のかんきょう」を作成し、情報提供に努めます。 

●市民に分かりやすいパンフレットやガイドブックなどを作成し、情報提供に努めま

す。 

●インターネット等を活用し、市民が情報を入手しやすいように努めます。 

 

③市民活動の支援と連携・協働 

1）市民活動の支援と交流 

●植樹や花壇づくり、集団資源回収など、地域の環境活動への支援を実施します。 

●「環境ひろば」など、市民や団体、事業者などが参加、交流できるイベントを実施し

ます。 

●インターネット等を活用した、市民・団体の相互の情報交換や情報の共有化などに努

めます。 

 

 

2）多様な連携と協働 

●啓発事業や学習会、自然環境調査、環境づくりなどの活動を、市民団体や事業者など

との連携や協働により、効果的に推進します。 

●エコ・パートナーシップ北広島等の環境団体と協働し、市民の協力を得ながら市民意

見を反映した地球温暖化対策を推進します。 

●複数の市町村等がかかわる課題については、広域的な連携により解決策を検討しま

す。 
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（4）成果指標 

指標 実績値（2018年度） 目標値（2030年度） 

環境啓発事業への参加校数の割合 33.3％ 100％ 

第3次北広島市環境基本計画の認知度（ア

ンケート調査による） 

調査未実施 50％ 

環境配慮行動計画やガイドラインの策定をして

いる企業の割合（アンケート調査による） 

18.2％ 50％ 

環境ボランティアや環境学習を実施してい

る事業者の割合（アンケート調査による） 

13.6％ 40％ 

 

（5）市民・事業者の役割（行動指針） 

①市民 

●「環境ひろば」等の環境イベントへの参加に努めます。 

●環境に関する情報収集に努めます。 

●環境にやさしい行動に努めます。 

 

②事業者 

●環境ボランティアや環境学習の実施に努めます。 

●環境に関する情報収集に努めます。 

●環境配慮行動計画やガイドラインの策定に努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                   

  

図4-29 環境ひろば2019のポスター 
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第 5 章 計画の推進 
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5.1.計画の進行管理 
本計画の進行管理を適切に行うため、環境審議会の意見などを参考に、PDCA サイクル（Plan[計

画する]、Do[実行する]、Check[評価する]、Act[改善する]）の考え方に基づき、取組内容が継続的

に向上していくよう見直しに努めていくこととします。 

本計画の進行状況の把握は、毎年定期的にすべての市の環境関連施策の実行状況を集約し、整理と

一定の評価を行うこととします。評価結果を踏まえ、必要に応じて見直しを行い、次年度の取組を行

っていきます。 

集約した環境施策の状況については、各種の測定結果やその他の環境の状況とともに環境審議会に

報告し、条例で定める「環境の状況等の公表」の規定に基づき、「北広島のかんきょう」や市のホー

ムページなどで市民に公表します。 

また、分野ごとに設定した成果指標についてもアンケート調査により把握する指標を除き毎年確認

を行うものとし、定量的な評価を行っていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-1：PDCAサイクルによる計画の進行管理 
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5.2.計画推進のための体制・組織 
市庁内に総合的な推進体制を整えます。また、諮問機関として環境審議会を置きます。 

 

（1）市の推進体制 

市のさまざまな部門に関係する環境基本計画の推進のため、関係各課が必要に応じて適切に連携す

ることとします。 

また、市の全体にかかわる施策や課題については、計画の総合的な検討及び調整を図るための横断

的な組織である「環境検討委員会」で調整を図り、総合的な推進を図ります。 

 

（2）環境審議会 

環境審議会は、市長の諮問に応じ、「環境基本計画に関すること」「環境の保全及び創造に関する

基本的事項」について調査審議することと条例で定められています。 

市では計画の推進に関することのほか、環境に関する諸課題などについて、必要な意見を求めてそ

の反映に努めていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-2：計画推進のための体制 
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5.3.協同推進の方針 
計画を推進するための取組は、市民１人で実践するものから、市民団体や事業者、市などが実施

するもの、これらが連携するものなどさまざまな形がありますが、目標の実現のためには市民や事

業者などの協力が必要不可欠であることから、次のような方針で連携・協働を進めていくこととし

ます。 

 

（1）市民や事業者との協働 

市民や事業者の協力を得て、効果的な取組を進めることができるよう、活動や事業ごとに実行委員

会や協議会を設置するなど、適切な方法で連携・協働するように努めます。 

また、団体との協働や対話を通じて市民意見を聴取し、その反映に努めます。 

 

（2）他の自治体や国・北海道などとの連携 

複数の市町村が関わる広域的な問題については、関係市町村や国、北海道などと連携した取組を進

めるほか、必要に応じて国や道への要請を行っていきます。 

 

（3）行動指針に基づく環境配慮行動の促進 

市民や事業者が行う取組として計画に掲げた「行動指針」については、それぞれが自主的に実践し

ていくことが望まれます。 

家庭や職場、学校などで行える身近な環境配慮の取組が進むよう、情報や学習機会の提供を行うこ

とによって、環境配慮行動を促進していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-3：計画の協働推進 
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